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1． 景気の総括判断は、全 9地域中、7地域で引き上げ、2地域で据え置き 

7 月 11 日に日本銀行が公表した「地域経済報告（さくらレポート）」によると、景気の総括判断は、

全 9 地域のうち 7 地域で引き上げ、2 地域で据え置きとなり、引き下げた地域はなかった。 

北海道、東北、北陸、近畿、中国、四国、九州・沖縄では景気の総括判断が引き上げられた。中国の

ロックダウンで供給制約がみられるものの、全体的に持ち直しの基調となっている。関東甲信越では、

総括判断が横ばいとされたが、「基調としては持ち直している」と、持ち直しの基調は維持されている。

一方、東海地方は「持ち直しの動きが一服している」と、弱い動きになっている。 

需要項目別にみてみると、多くの地域で設備投資、個人消費において持ち直しの動きとなっている。

3 月 21 日にまん延防止等重点措置が解除されたことを受け、消費が回復していることが分かる。 

 

 

地域 2021/10 2022/1 2022/4 2022/7

景気判断
新型コロナウイルス感染症の影響から引き続き厳しい
状態にあり、横ばい圏内の動きとなっている

新型コロナウイルス感染症の影響から引き続き厳しい
状態にあるが、持ち直しの動きがみられている

新型コロナウイルス感染症の影響から下押し圧力が
強い状態にあり、持ち直しの動きが一服している

新型コロナウイルス感染症の影響がみられているも
のの、緩やかに持ち直している

判断の変化

景気判断
新型コロナウイルス感染症の影響などから、持ち直し
の動きが一服している

新型コロナウイルス感染症の新規感染者数が落ち着
く中、一部に持ち直しの動きがみられている

持ち直しの動きが一服している 緩やかに持ち直している

判断の変化

景気判断
一部に下押し圧力が続いているが、総じてみると持ち
直している

持ち直している 持ち直しの動きが一服している 基調としては持ち直している

判断の変化

景気判断
サービス消費を中心に引き続き厳しい状態にあるが、
基調としては持ち直している

サービス消費を中心に感染症の影響が幾分和らぐも
とで、持ち直している

感染症の影響などから弱い動きがみられるものの、
基調としては持ち直している

供給制約の影響が強まっているものの、個人消費へ
の感染症の影響が和らぐもとで基調としては持ち直し
ている

判断の変化

景気判断 持ち直しの動きが一服している 持ち直している 持ち直しの動きが一服している 持ち直しの動きが一服している

判断の変化

景気判断
全体としては持ち直しているが、新型コロナウイルス
感染症の影響により、消費への下押し圧力が強い状
態にある

消費への新型コロナウイルス感染症の影響が和らぐ
もとで、全体として持ち直している

消費への新型コロナウイルス感染症の影響がみられ
るものの、全体として持ち直し基調にある

中国におkr津ロックダウン等の影響が残るものの、消
費への感染症の影響が和らぐもとで、全体として持ち
直している

判断の変化

景気判断 持ち直しの動きが一服している 持ち直しの動きがみられている
サービス消費を中心に下押し圧力が続いているもの
の、緩やかな持ち直し基調にある

下押し圧力は残るものの、緩やかに持ち直している

判断の変化

景気判断
新型コロナウイルス感染症の影響から、持ち直しの
ペースが鈍化している

新型コロナウイルス感染症の影響が和らぐもとで、緩
やかに持ち直している

緩やかに持ち直しているものの、一部に新型コロナウ
イルス感染症等による下押しの影響がみられる

一部に供給制約の影響がみられるものの、全体として
は緩やかに持ち直している

判断の変化

景気判断 持ち直しの動きが鈍化している
新型コロナウイルス感染症の影響から引き続き厳しい
状態にあるが、持ち直している

持ち直しのペースが鈍化している 緩やかに持ち直している

判断の変化

（資料）日本銀行「さくらレポート」よりニッセイ基礎研究所作成
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2． 業況判断は改善するも、先行きへの警戒感は引き続き強い 

「地域経済報告（さくらレポート）」と同時に公表された「地域別業況判断 DI（全産業）」をみると、

全 9 地域中 7 地域で改善、2 地域で横ばいとなり、悪化した地域はなかった。 

前回調査からの改善幅をみると、九州・沖縄が+10 ポイントと大きく、次いで北海道が+9 ポイント、

四国が+7 ポイントとなっている。北陸と関東甲信越は+3 ポイント、東北は+2 ポイント、東海は+1 ポ

イントと小幅な改善にとどまった。一方で、近畿と中国は横ばいとなった。前回調査では全地域で悪化

となった景況感だが、今回調査では、全体的に改善に向かっていると言える。 

先行き（2022 年 9 月）の景況感については、8 地域で DI の水準が悪化、東海のみが横ばいとなって

いる。今回調査で業況判断 DI が大きく改善された

北海道と四国だが、先行きの低下幅は最も大きくな

っており、先行きへの警戒感が強い。 

全体として、景況感は改善している。3 月 21 日

にまん延防止等重点措置が解除されたことで人出

が増加し、経済活動が活発になったことが影響して

いる。しかし、先行きは多くの地域で警戒感が強く

残っており、今後も景況感を楽観視できない状況が

続くだろう。 

 

 

3． 製造業の業況判断は 3地域で改善も、地域ごとに大きなばらつき 

製造業の業況判断 DI は、3 地域で改善し、北陸で横ばい、5 地域で悪化した。中国のロックダウンに

よる供給制約、資源高によるエネルギー価格の上昇が大きな影響を及ぼしている。 

業種別には、前回調査では多くの地域で悪化した食料品が、今回調査では全地域で改善している。一

方、紙・パルプは多くの地域で悪化したほか、石油・石炭製品についても悪化が見られた。 

北海道は前回調査から+7 ポイントの改善となった。特に食料品の改善幅が大きく、+20 ポイントとな

った。一方、中国は前回調査から▲7 ポイントの悪化

となっており、ほとんどの業種で悪化した。特に紙・

パルプ（▲29 ポイント）や木材・木製品（▲20 ポイ

ント）の悪化が下押しの原因となった。 

先行きについては、5 地域で改善、4 地域で悪化を

見込んでいる。北陸は電気機械（+28 ポイント）や木

材・木製品（+25 ポイント）が押し上げ要因となり、

+7 ポイントの改善を見込んでいる。一方、近畿は木

材・木製品（▲13 ポイント）や化学（▲13 ポイント）

が下押し圧力となり、全体では▲1 ポイントの悪化が

見込まれている。 

業種別では、多くの地域で木材・木製品の悪化が見込まれるほか、化学や窯業・土石製品でも悪化を

見込む地域が目立っている。 
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なお、日銀短観 6 月調査では、2022 年度の想定為替レート（全規模製造業ベース）が 118.96 円と、

足元の実勢（137 円程度）よりも大幅な円安水準となっている。今後、円高が進まなければ、円安方向

への修正が入り、輸出企業にとっては収益計画の上方修正要因になる。一方、輸出割合の低い企業にと

っては、円安によって原材料輸入価格の上昇に拍車がかかり、利益計画の下方修正要因になる恐れがあ

る。 

 

 

 

 

4． 非製造業の業況判断は、対面型サービス、宿泊・飲食サービスが大幅に改善 

非製造業の業況判断 DI は全 9地域で改善した。3月 21にまん延防止等重点措置が解除され、対面型

サービスを中心に非製造業は改善へ向かった。 

業種別では、まん延防止等重点措置が解除されたことを受け、全地域で宿泊・飲食サービスが前回調

査から大きく改善した。前回調査では四国を除く 8 地域で業況判断 DI の水準がマイナスだったが、今

回調査では、全 9地域でプラスとなっている。同じく、まん延防止等重点措置が解除された影響で、対

個人サービスも、全地域で前回調査から改善し、業況判断 DIの水準の押し上げ要因となった。 

前回調査からの改善幅は、九州・沖縄が+13 ポイントで最大となり、北海道が+9 ポイントで続いた。

九州・沖縄では、宿泊・飲食サービスが+27ポイント、対個人サービスが+23ポイントと大幅な改善をみ

せたほか、運輸・郵便においても+21 ポイントと大き

く改善した。 

先行きについては、全 9 地域中、東海は横ばい、残

りの 8 地域で悪化を見込んでいる。今回調査で非製造

業が大幅に改善したのは、まん延防止等重点措置の解

除、外国人旅行者の受け入れ再開などに伴う経済活動

の回復が影響したとみられ、先行きも対個人サービス、

宿泊・飲食サービスは引き続き改善が見込まれている。

しかし、足元では新型コロナウイルスの新規感染者数

が増加傾向にあり、県民割の全国拡大が延期されるな

 

（資料）日本銀行各支店公表資料よりニッセイ基礎研究所作成 

（注）空欄は非公表 
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北海道 東北 北陸
関東
甲信越

東海 近畿 中国 四国
九州・
沖縄

製造業 7 ▲5 0 ▲1 ▲3 ▲6 ▲7 5 4

食料品 20 5 33 7 26 13 9

繊維 4 8 9 ▲5 12 7

木材・木製品 9 0 25 ▲13 ▲20 0 0

紙・パルプ 0 ▲8 ▲29 ▲5 ▲25

化学 ▲8 6 ▲3 ▲1 ▲9 9

石油・石炭製品 0 ▲17 ▲18

窯業・土石製品 ▲15 0 0 ▲5 ▲8 25 13

鉄鋼 0 ▲14 ▲16 ▲8 40 0

非鉄金属 ▲8 14 ▲27 ▲17 17

金属製品 ▲10 0 0 ▲11 ▲5 11 0

はん用･生産用
・業務用機械

▲15 ▲8 10 ▲4 ▲16 ▲22 18

電気機械 0 ▲8 ▲40 ▲10 ▲10 20 5

輸送用機械 0 ▲7 20 ▲3 0 8 ▲15

改善・悪化幅（前回→今回）

北海道 東北 北陸
関東
甲信越

東海 近畿 中国 四国
九州・
沖縄

製造業 ▲1 2 7 ▲3 2 ▲1 2 ▲1 2

食料品 1 5 0 ▲2 ▲3 ▲3 6

繊維 19 4 5 5 0 ▲7

木材・木製品 ▲18 ▲49 25 ▲13 ▲20 ▲8 0

紙・パルプ ▲17 0 0 5 17

化学 8 12 ▲13 ▲14 ▲27 ▲4

石油・石炭製品 0 ▲5 0

窯業・土石製品 15 10 0 0 ▲4 ▲50 ▲7

鉄鋼 ▲1 15 ▲4 4 0 10

非鉄金属 ▲15 ▲14 7 9 8

金属製品 10 ▲20 0 8 ▲6 11 ▲5

はん用･生産用
・業務用機械

0 ▲12 4 2 5 23 ▲18

電気機械 ▲15 2 28 ▲1 7 10 ▲2

輸送用機械 0 33 20 9 5 6 14

改善・悪化幅（今回→先行き）
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ど、先行きを楽観視できない状況へと変わってきた。 

 

 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情報提

供が目的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 

 
（資料）日本銀行各支店公表資料よりニッセイ基礎研究所作成 
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北海道 東北 北陸
関東
甲信越

東海 近畿 中国 四国
九州・
沖縄

非製造業 9 6 5 6 3 6 5 8 13

建設 ▲4 2 0 ▲3 ▲14 ▲2 2

不動産 6 5 21 0 ▲1 0

物品賃貸 1 0 8 16 ▲7 15

卸売 15 ▲4 5 5 11 13 11

小売 16 0 ▲8 5 11 0 15

運輸・郵便 ▲3 5 0 4 12 3 21

情報通信 ▲6 4 0 ▲3 0 ▲6 6

電気・ガス ▲5 ▲30 0 7 0 14

対事業所サービス ▲5 20 0 13 ▲9 17 9

対個人サービス 38 21 38 21 4 17 23

宿泊・飲食サービス 47 18 36 33 44 50 27

鉱業・採石業
・砂利採取業

▲15 0

6

改善・悪化幅（前回→今回）

北海道 東北 北陸
関東
甲信越

東海 近畿 中国 四国
九州・
沖縄

非製造業 ▲4 ▲5 ▲6 ▲4 0 ▲6 ▲3 ▲7 ▲2

建設 ▲9 ▲18 ▲15 ▲5 ▲15 ▲15 ▲10

不動産 ▲25 ▲6 ▲7 ▲6 ▲4 ▲5

物品賃貸 15 ▲15 17 ▲6 7 3

卸売 ▲12 3 ▲19 ▲7 ▲7 ▲13 ▲11

小売 0 4 ▲4 4 ▲6 2 4

運輸・郵便 0 2 ▲12 ▲8 2 ▲3 3

情報通信 ▲12 4 0 ▲10 ▲5 ▲20 ▲12

電気・ガス 10 ▲14 ▲7 8 0 ▲9

対事業所サービス ▲11 ▲8 ▲6 ▲17 ▲6 ▲23 ▲8

対個人サービス 16 8 13 ▲9 5 4 2

宿泊・飲食サービス 31 14 19 10 24 15 21

鉱業・採石業
・砂利採取業

0 ▲28

▲18

改善・悪化幅（今回→先行き）


